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2 国際公共政策研究 第●巻第●号 
 

 

 

床
とこ

 谷
たに

 文
ふみ

 雄
お

 

略歴

1972 年 3 月 岡山県立児島高等学校卒業 
1972 年 4 月 大阪大学法学部法学科入学 
1977 年 3 月 同卒業 
1977 年 4 月 大阪大学大学院法学研究科民事法学専攻博士前期課程入学 
1979 年 3 月 同修了 
1979 年 4 月 大阪大学大学院法学研究科民事法学専攻博士後期課程入学 
1982 年 3 月 同単位取得満期退学 
 
職歴

1982 年 4 月 神戸女学院大学文学部助手 
1983 年 4 月 同専任講師 
1986 年 4 月 同助教授 
1988 年 4 月 大阪大学教養部助教授 
1994 年 4 月 大阪大学法学部助教授 
1994 年 6 月 大阪大学大学院国際公共政策研究科助教授 
1998 年 7 月 同教授 
2004 年 4 月 大阪大学教育研究評議員（2009 年 3 月まで） 
2007 年 4 月 大阪大学大学院国際公共政策研究科長（2009 年 3 月まで） 
2007 年 10 月 大阪大学法学部国際公共政策学科長（2009 年 3 月まで） 
2019 年 3 月 31 日 大阪大学定年退職 
2019 年 4 月 1 日 大阪大学名誉教授、奈良大学文学部教授、大阪大学招へい教授 
  
在学研究歴

1993 年 5 月（1994 年 3 月まで）文部省在外研究員（ドイツ、フライブルク大学） 
1994 年 4 月（1995 年 1 月まで）フンボルト財団研究員（ドイツ、フライブルク大学） 
2010 年 8 月（2010 年 10 月まで）フンボルト財団研究員（ドイツ、ボン大学） 
 
大阪大学での教育

教養部・共通教育機構 法学概論、現代の市民生活と法、日本国憲法、法の世界（裁判と法） 
法学部 基礎演習、特別講義（現代家族の法と政策）、セミナーⅠ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ 
大学院 法律科学、現代私法論、比較現代私法論、演習（女性と法）、演習（子どもと法）、演習（ジ

ェンダーと法）、演習（自治体共同参画政策の比較検証）、演習（現代私法論）、特殊研究（家族の法と

政策）、特殊研究（子どもと法）、特殊研究（ジェンダーと法）、研究演習Ⅰ、研究演習Ⅱ 
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2004 年 4 月 大阪大学教育研究評議員（2009 年 3 月まで） 
2007 年 4 月 大阪大学大学院国際公共政策研究科長（2009 年 3 月まで） 
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和文表題 3 

 

他大学での教育等

法科大学院 名古屋大学、神戸大学、神戸学院大学、立命館大学、甲南大学 
法学部 同志社大学、関西大学、甲南大学、神戸大学、名古屋大学、京都大学 
他の学部 神戸女学院大学文学部、京都大学総合人間学部 
公開講座等 大阪大学公開講座（2017 年）、Handai-Asahi 中之島塾（2016 年）、西宮市せいかつ講

座（2018 年） 
  
学会、国・自治体・団体等の理事・委員等

日本家族〈社会と法〉学会 理事（2001 年 12 月～現在、2014 年～2016 年理事長） 
比較法学会 企画委員・理事（2002 年 6 月～2014 年 6 月） 
日本成年後見法学会 理事（2003 年 12 月～現在） 
比較家族史学会 理事（2005 年 3 月～現在） 
ジェンダー法学会 監事（2011 年 12 月 2014 年 12 月） 
国際家族法学会〈International Society of Family Law） 理事（2014 年 8 月～現在） 
（公社）家庭養護促進協会理事（1997 年 5 月～現在） 
長岡京市 情報公開・個人情報保護懇話会委員（1998 年 4 月～2000 年 3 月） 
長岡京市 情報公開・個人情報保護審査会委員長（2000 年 5 月～2012 年 5 月） 
こうべ安心サポート委員会委員（2004 年 7 月～現在） 
法務省 法制審議会戸籍法部会臨時委員（2005 年 10 月～2007 年 2 月） 
大阪家庭裁判所参与員（2009 年 1 月～現在） 
大阪家庭裁判所家事調停委員（2009 年 4 月～現在） 
（独）日本学術振興会 科学研究費委員会審査委員（2009 年 12 月～2010 年 11 月） 
（公社）成年後見センター・リーガルサポート理事（2012 年 6 月～現在） 
日本フンボルト協会理事（2012 年 6 月～現在） 
（独）大学改革支援・学位授与機構（大学評価・学位授与機構） 国立大学法人等教育研究評価委員

会専門委員（2016 年 1 月～2017 年 3 月） 
厚生労働省 児童虐待対応における司法関与及び特別養子縁組制度の利用促進の在り方に関する検討

会構成員（2016 年 7 月～2017 年 3 月） 
（独）日本学術振興会 特別研究員等審査会専門委員、卓越研究員候補者選考委員会書面審査員及び

国際事業委員会書面審査員、書面評価員（2016 年 8 月～2018 年 7 月） 
法務省 法制審議会特別養子制度部会臨時委員（2018 年 6 月～2019 年 1 月） 
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4 国際公共政策研究 第●巻第●号 
 

 

主要業績

Ⅰ．著書

【編著書】

佐藤義彦・安枝英訷・床谷文雄・野村美明『サイエンス・オブ・ロー事始め』有斐閣、1998 年 6 月 
千藤洋三・床谷文雄・田中通裕・辻朗『プリメール民法５ 家族法』法律文化社、2000 年 5 月（第 2

版 2005 年 11 月、第 3 版 2014 年 4 月） 
大島和夫・床谷文雄・沼本教子・堀越剛史『高齢者の健康・介護・福祉を考える』自治体研究社、2001

年 4 月 
高橋朋子・床谷文雄・棚村政行『民法 7 親族・相続』有斐閣、2004 年 3 月（第 2 版 2007 年 10 月、

第 3 版 2011 年 12 月、第 4 版 2014 年 10 月、第 5 版 2017 年 9 月） 
野田愛子・梶村太市（総編集）・若林昌子・床谷文雄（共編）『新家族法実務大系第 2 巻親族Ⅱ親子・

後見』新日本法規出版、2008 年 2 月 
野村豊弘・床谷文雄（共編著）『遺言自由の原則と遺言の解釈』商事法務、2008 年 6 月 
床谷文雄・清水節（共編著）『親子の法律相談』有斐閣、2010 年 3 月 
床谷文雄・犬伏由子（共編著）『現代相続法』有斐閣、2010 年 10 月 
床谷文雄・本山敦編『親権法の比較研究』日本評論社、2014 年 8 月 
古橋エツ子・床谷文雄・新田秀樹編『家族法と社会保障法の交錯』信山社、2014 年 10 月 
平井晶子・床谷文雄・山田昌弘編『出会いと結婚』日本経済評論社、2017 年 12 月 
床谷文雄監修（大阪司法書士会家族法研究会執筆）『超高齢社会の家族法と法律実務』日本加除出版、

2018 年 3 月 
床谷文雄・神谷遊・稲垣朋子・且井佑佳・幡野弘樹『新プリメール民法５ 家族法』法律文化社、2018

年 5 月 
 
【注釈書・演習書・教科書等分担執筆】

「民事生活と法」広岡隆・土居靖美編『法と現代社会』嵯峨野書院、1984 年 4 月、119－138 頁 
「家族と法」平場安治編『法学入門』青林書院、1985 年 5 月、53－78 頁、新版 1988 年 4 月 
「親子関係の成立」林良平・右近健男・山口純夫編『親族・相続法』青林書院、1987 年 3 月 
「子の出生と法」中川淳編『新版 女性のための法学』世界思想社、1987 年 4 月、158－169 頁 
「民法 964 条～966 条注釈」（久貴忠彦・床谷文雄共著）川井健ほか編『民法コンメンタール相続（2）』

ぎょうせい、1987 年 7 月、112－175 頁 
「親子」川井健・久貴忠彦編『親族法・相続法』青林書院、1988 年 2 月、76－104 頁 
「ドイツ民法債務法前注、241 条、259～265 条、275 条、309～312 条、328～335 条注釈」椿寿夫・

右近健男編『ドイツ債権法総論』日本評論社、1988 年 3 月 
「親子関係－人工授精子、体外受精子、『代理母』の親子関係」林良平・佐藤義彦編『民法Ⅲ 親族・

相続』有信堂高文社、1989 年 6 月、105－113 頁、 
「特別養子、藁の上からの養子」林良平・佐藤義彦編『民法Ⅲ 親族・相続』有信堂高文社、1989

年 6 月、144－152 頁 
「ドイツ民法相続編 1927 条等 11 か条注釈」太田武男・佐藤義彦編『注釈ドイツ相続法』三省堂、1989

年 7 月 
「遺言、遺留分」山口純夫編『親族・相続法』青林書院、1991 年 4 月、196－229 頁、改訂版 2000
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相続』有信堂高文社、1989 年 6 月、105－113 頁、 
「特別養子、藁の上からの養子」林良平・佐藤義彦編『民法Ⅲ 親族・相続』有信堂高文社、1989

年 6 月、144－152 頁 
「ドイツ民法相続編 1927 条等 11 か条注釈」太田武男・佐藤義彦編『注釈ドイツ相続法』三省堂、1989

年 7 月 
「遺言、遺留分」山口純夫編『親族・相続法』青林書院、1991 年 4 月、196－229 頁、改訂版 2000

和文表題 5 

 

年 4 月 
「婚約、婚姻の成立要件、婚姻の無効と取消し」中川高男編『親族・相続法要説』青林書院、1991

年 4 月 
「民法 773 条～789 条注解」（久貴忠彦・床谷文雄共著）林良平・大森政輔編『注解判例民法４親族

法・相続法』青林書院、1992 年 7 月、203－242 頁 
「離縁による復氏」「離縁による復氏の際の祭具等の承継」中川善之助・山畠正男編『新版注釈民法(24)』

有斐閣、1994 年 11 月、556－586 頁 
「再婚禁止期間は性差別か」婚姻法改正を考える会編『ゼミナール婚姻法改正』日本評論社、1995

年 6 月 
「ドイツ民法 783 条～792 条注釈」右近健男編『注釈ドイツ契約法』三省堂、1995 年 8 月、695－707

頁 
「子の出生と親子関係」中川淳編『新編女性のための法学』世界思想社、1996 年 5 月、72－83 頁 
「虚偽の嫡出子出生届と養子縁組」「無効な代諾縁組の追認」「縁組意思」「夫婦共同名義冒用縁組の効

力」「有責者からの離縁請求」「特別養子の審判と親子関係不存在確認の訴え」「特別養子縁組と要

保護性」（７項目）本田純一・棚村政行編『基本判例４ 家族法』法学書院、1999 年 4 月、50－
56 頁、第 2 版 2005 年 4 月 

「夫婦別姓」中川淳編『家族論を学ぶ人のために』世界思想社、1999 年 12 月、119－131 頁 
「内縁継続中の懐胎子と民法 787 条」「民法 787 条但書の出訴期間の起算点」「認知者死亡後における
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「家族裁判例の動向」現代民事判例研究会編『民事判例Ⅷ』日本評論社、2014 年 4 月、52-58 頁 
「親子関係法グループの検討の経緯とシンポジウムの概要」戸籍時報 719 号、2014 年 11 月、2－４

頁 
「行動指針の意義と今後の成年後見制度の課題」公益社団法人成年後見センター・リーガルサポート

編『これからの後見人の行動指針』日本加除出版、2015 年 5 月、56-68 頁 
「家族裁判例の動向」現代民事判例研究会編『民事判例 15』日本評論社、2017 年 10 月、43-53 頁 
「特別養子縁組と赤ちゃんポスト制度の問題」家族法研究〔韓国家族法学会〕32 巻 3 号、2018 年 11

月、43－52 頁 
（翻訳）「ダグマ・ケスター=バルチェン教授『ヨーロッパにおける同性婚の導入と養子法の問題』名

古屋大学法政論集 281 号 291－311 頁（2019 年 3 月） 
「特別養子の要件」加藤新太郎・前田陽一・本山敦編『実務精選 60 離婚・親子事件、相続事件判例

解説』（第一法規、近刊） 
 

Ⅴ．書評・文献紹介等・その他

「判例回顧と展望 1988 年民法・親族相続」法律時報 61 巻 4 号、1989 年 3 月、110－115 頁 
「判例回顧と展望 1989 年民法・親族相続」法律時報 62 巻 5 号、1990 年 4 月、116－121 頁 
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「学界回顧 1990 年民法（家族法）」法律時報 62 巻 13 号、1990 年 12 月、58－63 頁 
「判例回顧と展望 1990 年民法・親族相続」法律時報 63 巻 3 号、1991 年 2 月、96－102 頁 
「学界回顧 1991 年民法（家族法）」法律時報 63 巻 13 号、1991 年 12 月、64－70 頁 
「学界回顧 1992 年民法（家族法）」法律時報 64 巻 13 号、1992 年 12 月、75－82 頁 
（書評）「樋口範雄『親子と法』」週刊読書人、1989 年 4 月 
（書評）「高木多喜男『口述相続法』」法学セミナー417 号、1989 年 9 月、135 頁 
（書評）「東京弁護士会女性の権利に関する委員会編『これからの選択 夫婦別姓』」法律時報 1990

年 6 月号 
（解題）「谷口知平著『親子法の研究』」湯沢雍彦ほか編『「家族・婚姻」研究ノート戦後篇』クレス出

版、1991 年 2 月、87－92 頁 
「文献案内・家族法」別冊法セミ『法学入門 1998』日本評論社、1998 年 4 月、56－57 頁 
「文献案内・家族法」別冊法セミ『法学入門 1999』日本評論社、1999 年 4 月、53－54 頁 
（書評）「二宮周平『家族法』」法学教室 231 号、1999 年 12 月、98 頁 
「穂積重遠 離婚制度の研究」加藤雅信編『民法学説百年史』三省堂、1999 年 12 月、683－686 頁 
（書評）「戒能民江『ドメスティック・バイオレンス』」比較家族史研究 17 号、2003 年 3 月 
（書評）「本山敦『家族法の歩き方』」法学セミナー657 号、2009 年 9 月、131 頁 
「『法学』教育とテキスト」書斎の窓 479 号（有斐閣）、1998 年 11 月 
「法律相談のための法律学－『親子の法律相談』の発刊によせて」書斎の窓 597 号（有斐閣）、2010

年 9 月、2－6 頁 
「視点 日本の夫婦別姓」労務事情（産労総合研究所）、2016 年 6 月 
「視点 100 日に短縮されて残る再婚禁止期間」労務事情（産労総合研究所）、2016 年 6 月 
「成年後見制度利用促進法と民法改正について」リーガル・サポートプレス 13 号、2016 年 8 月、1

－4 頁 
 
Ⅵ．口頭発表・講演等

（学会）「特別養子縁組」比較家族史学会（1988 年 6 月、武庫川女子大学） 
（学会）「民法上の氏と戸籍制度」日本私法学会（1989 年 10 月、大阪大学） 
（学会）「西ドイツおよびフランスにおける養子制度の現状」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム

『特別養子制度の現状と課題－児童福祉との接点を求めて』（1989 年 11 月、明治大学） 
（研究集会）„Japanisches Familienrecht im Wandel“ フンボルト財団日独コロキウム（1996 年、

京都国際会議場） 
（国際学会）“The Triangle of biological, social and legal Parenthood in Japan”International 

Society of Family Law 国際家族法学会アジア地域大会、1996 年 10 月、ソウル大学 
（国際学会）“Adoption and Child Welfare in Japanese Law” World Conference of the 

International Society of Family Law 国際家族法学会、1997 年 7 月、South Africa, Durban 
（学会）「ドイツにおける法状況」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『人工生殖と家族－21 世

紀の家族像に向けて』（1998 年 11 月、甲南大学） 
（研究集会）„Nichteheliche Lebensgemeinschaften in Japan“  独日法律家協会シンポジウム 

„Wandel der Lebenswelten und die Antwort im Recht“, 2000 年 3 月 31 日・4 月 1 日、ドイツ、

ベルリン日独センター） 
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（学会）「問題の提起、総括」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『児童虐待の法的対応』（2000
年 11 月、立命館大学） 

（学会）「人工授精子等の父子関係、体外受精・ヒトクローン等規制の実効性とその意義」日本私法学

会シンポジウム『生命科学の発展と私法－生命倫理法案』（2002 年 10 月、一橋大学） 
（シンポジウム）「死ぬまで幸せに生きるには」神戸シルバー法律研究会・神戸市社会福祉協議会・こ

うべ安心サポート委員会（2002 年 10 月、神戸市） 
（学会）「企画の趣旨説明、まとめ」比較法学会ミニ・シンポジウム『家族の再定義』（2003 年 6 月、

早稲田大学） 
（学会）「比較法（実質法）からみた生殖補助医療親子・代理母法」国際私法学会シンポジウム『人工

生殖子の親子関係と国際私法－若干の比較実質法を踏まえて』（2003 年 10 月、南山大学） 
（学会）「医療行為の同意と成年後見」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『成年後見』（2003

年 11 月、関西学院大学） 
（学会）「ドイツ、スイス、オーストリアにおける生命倫理と法」比較法学会シンポジウム『生命倫理

と法』（2004 年 6 月、金沢大学） 
（学会）「企画の趣旨説明、まとめ」比較法学会ミニ・シンポジウム『面接交渉権－その権利性と家族

性』（2005 年 6 月、上智大学） 
（学会）「遺言法解釈上・立法論上の若干の問題点」日本公証法学会シンポジウム『公正証書遺言の現

状と諸問題』（2005 年 6 月、白鷗大学） 
（学会）「シンポジウムの総括」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『施設・里親による子の監護

と親権』（2005 年 11 月、広島大学） 
（学会）「ヨーロッパにおける家族と家族法の変容」比較家族史学会シンポジウム『グローバル化のな

かの家族とその変容』（2006 年 5 月、お茶の水女子大学） 
（学会）「総論」「遺言の解釈と事情変更・撤回」日本私法学会シンポジウム『遺言自由の原則と遺言

の解釈』（2006 年 10 月、大阪市立大学） 
（講演）「いわゆる 300 日問題等の夫婦親子の法的現況について」大阪司法書士会会員研修会（2007

年 8 月、大阪司法書士会館） 
（国際会議）「高齢者法制の一素描－日本の成年後見法の現状と課題」高齢者法制に関する国際シンポ

ジウム（2007 年 12 月、Korea, Hallym University） 
（学会）「提言（報告のまとめをかねて）」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『特別養子制度 20

年：子どもの幸せを求めて』（2008 年 11 月、中央大学） 
（パネルディスカッション）大阪司法書士会家族法研究会・京都司法書士会家族法研究会共同研究発

表会『私の母は誰なの？ ～代理懐胎によって生まれた子の法的地位を問う』（2008 年 11 月、

大阪司法書士会館） 
（国際学会）「日本における生殖補助医療法制の現状と課題」日韓家族法学会（2009 年 6 月、九州大

学） 
（学会）「企画の趣旨・問題の所在」比較家族史学会シンポジウム『歴史の中の「少子化」』（2009 年

6 月、大阪大学） 
（学会）「養子法」日本私法学会シンポジウム『家族法改正』（2009 年 10 月、成蹊大学） 
（パネルディスカッション）大阪司法書士会・（社）成年後見センター・リーガルサポート大阪支部・

近畿司法書士会連合会共催成年後見法施行 10 周年記念研究発表会『検証 成年後見法・司法書
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（学会）「問題の提起、総括」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『児童虐待の法的対応』（2000
年 11 月、立命館大学） 

（学会）「人工授精子等の父子関係、体外受精・ヒトクローン等規制の実効性とその意義」日本私法学

会シンポジウム『生命科学の発展と私法－生命倫理法案』（2002 年 10 月、一橋大学） 
（シンポジウム）「死ぬまで幸せに生きるには」神戸シルバー法律研究会・神戸市社会福祉協議会・こ

うべ安心サポート委員会（2002 年 10 月、神戸市） 
（学会）「企画の趣旨説明、まとめ」比較法学会ミニ・シンポジウム『家族の再定義』（2003 年 6 月、

早稲田大学） 
（学会）「比較法（実質法）からみた生殖補助医療親子・代理母法」国際私法学会シンポジウム『人工

生殖子の親子関係と国際私法－若干の比較実質法を踏まえて』（2003 年 10 月、南山大学） 
（学会）「医療行為の同意と成年後見」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『成年後見』（2003

年 11 月、関西学院大学） 
（学会）「ドイツ、スイス、オーストリアにおける生命倫理と法」比較法学会シンポジウム『生命倫理

と法』（2004 年 6 月、金沢大学） 
（学会）「企画の趣旨説明、まとめ」比較法学会ミニ・シンポジウム『面接交渉権－その権利性と家族

性』（2005 年 6 月、上智大学） 
（学会）「遺言法解釈上・立法論上の若干の問題点」日本公証法学会シンポジウム『公正証書遺言の現

状と諸問題』（2005 年 6 月、白鷗大学） 
（学会）「シンポジウムの総括」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『施設・里親による子の監護

と親権』（2005 年 11 月、広島大学） 
（学会）「ヨーロッパにおける家族と家族法の変容」比較家族史学会シンポジウム『グローバル化のな

かの家族とその変容』（2006 年 5 月、お茶の水女子大学） 
（学会）「総論」「遺言の解釈と事情変更・撤回」日本私法学会シンポジウム『遺言自由の原則と遺言

の解釈』（2006 年 10 月、大阪市立大学） 
（講演）「いわゆる 300 日問題等の夫婦親子の法的現況について」大阪司法書士会会員研修会（2007

年 8 月、大阪司法書士会館） 
（国際会議）「高齢者法制の一素描－日本の成年後見法の現状と課題」高齢者法制に関する国際シンポ

ジウム（2007 年 12 月、Korea, Hallym University） 
（学会）「提言（報告のまとめをかねて）」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『特別養子制度 20

年：子どもの幸せを求めて』（2008 年 11 月、中央大学） 
（パネルディスカッション）大阪司法書士会家族法研究会・京都司法書士会家族法研究会共同研究発

表会『私の母は誰なの？ ～代理懐胎によって生まれた子の法的地位を問う』（2008 年 11 月、

大阪司法書士会館） 
（国際学会）「日本における生殖補助医療法制の現状と課題」日韓家族法学会（2009 年 6 月、九州大

学） 
（学会）「企画の趣旨・問題の所在」比較家族史学会シンポジウム『歴史の中の「少子化」』（2009 年

6 月、大阪大学） 
（学会）「養子法」日本私法学会シンポジウム『家族法改正』（2009 年 10 月、成蹊大学） 
（パネルディスカッション）大阪司法書士会・（社）成年後見センター・リーガルサポート大阪支部・

近畿司法書士会連合会共催成年後見法施行 10 周年記念研究発表会『検証 成年後見法・司法書
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士からみた法の課題』（2009 年 11 月、大阪司法書士会館） 
（シンポジウム）「主報告へのコメント」関西大学法学研究所・日本学術会議法学委員会「生殖補助医

療と法」分科会合同シンポジウム『生殖補助医療と法－代理母と子どもの知る権利をめぐって』

（2009 年 11 月、関西大学） 
（基調講演）「遺言を巡る諸問題（遺言法の課題）」及びパネルディスカッション『司法書士から見た

遺言の問題点－口授を含めた遺言能力』大阪司法書士会家族法研究会研究発表会（2010 年 11 月、

大阪司法書士会館） 
（基調講演）「遺留分制度の変遷と現代的意義」及びパネルディスカッション『幸せな財産承継のため

に司法書士ができること』大阪司法書士会家族法研究会研究発表会『遺留分考～幸せな財産承継

のために』（2012 年 2 月、大阪司法書士会館） 
（シンポジウム）「国内の子の奪い合い－人身保護手続について」関西大学法学研究所シンポジウム『ハ

ーグ子の奪取条約と国内法制』（2012 年 4 月、関西大学） 
（パネルディスカッション）成年後見センター・リーガルサポート主催シンポジウム『成年後見人は

どう行動すべきか』（2012 年 7 月、ホテルグランヴィア広島） 
（基調講演）「家族のかたちの変化から見た家族法の変遷」大阪司法書士会家族法研究会研究発表会『離

婚×父子関係～家族のかたちを考える』（2013 年 2 月、大阪司法書士会館） 
（パネルディスカッション）成年後見センター・リーガルサポート後見人の行動指針策定委員会シン

ポジウム『成年後見人はどう行動すべきか』（2013 年 2 月、司法書士会館） 
（講演）「平成 25 年 9 月 4 日付婚外子の法定相続分に対する最高裁の違憲判断についての解説」大阪

司法書士会河内支部・北大阪支部合同研修会（2013 年 11 月、ホテルアウィーナ大阪） 
（基調講演）「財産（遺産）承継のかたち－比較法の観点から」大阪司法書士会家族法研究会研究発表

会『遺言に難あり～円滑な遺言執行のために』（2014 年 2 月、大阪司法書士会館） 
（意見発表）「生殖医療法について」大阪弁護士会家事法制委員会生殖医療法検討会議（2014 年 7 月

24 日、大阪弁護士会） 
（学会）「企画趣旨説明」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『無縁社会と家族法』（2014 年 11

月、専修大学） 
（基調講演）「行動指針の意義と今後の成年後見制度の課題」成年後見センター・リーガルサポート設

立 15 周年記念シンポジウム（2014 年 12 月、大手町サンケイプラザ） 
（外国学会）「日本における超高齢化に対する家族法の対応」韓国家族法学会（2014 年 12 月、韓国、

高麗大学） 
（講演）「超高齢社会における家族の変容と家族法の課題〈2015〉」大阪司法書士会家族法研究会研究

発表会『超高齢化社会と家族法の役割－成年後見・養子縁組・遺言』（2015 年 2 月、大阪司法書

士会館） 
（パネルディスカッション）大阪司法書士会・（公社）成年後見センター・リーガルサポート大阪支部・

毎日新聞社共催『認知症 800 万人時代 認知症の人とその家族をどう守るか？』（2015 年 7 月、

毎日新聞オーバルホール） 
（国際学会）“Discussions about the Succession Rights of the Surviving Spouse and Children after 

the Decision of the Supreme Court of Japan on 4 September 2013”, International Symposium 
on Family Law and Family Justice in the 21st Century: Practice and Reform, 国際家族法学会

（ISFL）アジア地域大会（2015 年 10 月、中国、西南政法大学） 
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（研究発表会）「総括」大阪司法書士会家族法研究会研究発表会『超高齢化社会と家族法の役割～私た

ち司法書士の挑戦』（2016 年 2 月、大阪司法書士会館） 
（シンポジウム）「法律から見た赤ちゃんポストと内密出産」熊本大学国際シンポジウム『赤ちゃんポ

ストを再考する－日独両国における母子救済の新たな取り組み』（2016 年 2 月、熊本大学） 
（シンポジウム）「特別養子縁組についてのコメント」日本子ども虐待防止学会主催『特別養子縁組に

関するシンポジウム』（2016 年 7 月、日本女子大学） 
（講演）「相続法改正について」大阪司法書士会会員研修会（2016 年 7 月、大阪司法書士会） 
（学会）「成年後見制度の在り方についてのコメント」LAWASIA 家族法部会研究会『シンポジウム成

年後見制度について－障害者権利条約との整合性』（2016 年 10 月、早稲田大学） 
（学会）「縁組による親子」日本家族〈社会と法〉学会シンポジウム『家族法改正－その課題と立法提

案』（2016 年 11 月、上智大学） 
（記念講演）「この 10 年間における家族法の変化」大阪司法書士会家族法研究会発足 10 周年記念研

究発表会『この 10 年間における家族と家族法の変化』（2017 年 2 月、大阪司法書士会館） 
（講演）「特別養子縁組について」日本弁護士連合会研究会（2017 年 7 月、日本弁護士会館） 
（国際学会）“Child Abuse, Child Protection and Adoption in Japan”, World Conference of the 

International Society of Family Law, July 2017, Amsterdam Free University, the 
Netherland 

（シンポジウム）「妊娠を他者に知られたくない女性に対する海外の法的支援」三菱財団助成「思いが

けない妊娠の相談・支援に関する研究」研究班主催シンポジウム『妊娠を他者に知られたくない

女性への相談支援を考える』（2017 年 9 月、日本女子大学） 
（研究発表会）「総括－各班の報告および相続法改正について」大阪司法書士会家族法研究会研究発表

会『超高齢社会の家族法と法律実務』（2018 年 3 月、大阪司法書士会館） 
（国際学会）「特別養子縁組と赤ちゃんポスト制度の問題」日韓家族法学会・韓国家族法学会合同大会

（2018 年 6 月、韓国、淑明女子大学） 
（シンポジウム）「妊娠を他者に知られたくない女性に対する海外の法的支援」大阪母子医療センター

主催シンポジウム『妊娠を他者に知られたくない女性への支援を考える』（2018 年 7 月、国際障

害者交流センター） 
（シンポジウム）「内密出産の法的課題－親子法・養子法を中心に」熊本大学国際シンポジウム『ドイ

ツの内密出産制度に学ぶ－新しい母子救済支援の可能性を探る』（2018 年 8 月、熊本大学） 
（学会）「日独の赤ちゃんポストと内密出産制度の課題と展望－法律の視座から」日本子ども虐待防止

学会（2018 年 12 月、川崎医療福祉大学） 
（研究発表会）「総括～研究会各班の報告及び改正相続法施行後の展望について」大阪司法書士会家族

法研究会研究発表会『相続法改正が及ぼす司法書士実務への影響』（2019 年 2 月 16 日、TKP 大

阪堺筋本町カンファレンスセンター） 
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（研究代表者）

「太平洋西淵地域における制度改革と国家間連携の将来」（2001-2003 基盤研究（B）） 
「親権・後見統一論の現代的再構築」（2006-2008 萌芽研究） 
「EU による規範、制度の形成力と非 EU 国の対応の分析」（2007-2009 基盤研究（B）） 
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（研究発表会）「総括」大阪司法書士会家族法研究会研究発表会『超高齢化社会と家族法の役割～私た

ち司法書士の挑戦』（2016 年 2 月、大阪司法書士会館） 
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（研究発表会）「総括－各班の報告および相続法改正について」大阪司法書士会家族法研究会研究発表

会『超高齢社会の家族法と法律実務』（2018 年 3 月、大阪司法書士会館） 
（国際学会）「特別養子縁組と赤ちゃんポスト制度の問題」日韓家族法学会・韓国家族法学会合同大会

（2018 年 6 月、韓国、淑明女子大学） 
（シンポジウム）「妊娠を他者に知られたくない女性に対する海外の法的支援」大阪母子医療センター

主催シンポジウム『妊娠を他者に知られたくない女性への支援を考える』（2018 年 7 月、国際障

害者交流センター） 
（シンポジウム）「内密出産の法的課題－親子法・養子法を中心に」熊本大学国際シンポジウム『ドイ

ツの内密出産制度に学ぶ－新しい母子救済支援の可能性を探る』（2018 年 8 月、熊本大学） 
（学会）「日独の赤ちゃんポストと内密出産制度の課題と展望－法律の視座から」日本子ども虐待防止

学会（2018 年 12 月、川崎医療福祉大学） 
（研究発表会）「総括～研究会各班の報告及び改正相続法施行後の展望について」大阪司法書士会家族
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Ⅶ．科学研究費等研究助成プロジェクト

（研究代表者）

「太平洋西淵地域における制度改革と国家間連携の将来」（2001-2003 基盤研究（B）） 
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「EU による規範、制度の形成力と非 EU 国の対応の分析」（2007-2009 基盤研究（B）） 
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「多元多層化する家族と法の全体構造に関する実証的比較法研究」（2012-2015 基盤研究（B）） 
「『家族法の場』としての『家庭裁判所』の機能を支える専門家群の養成に関する国際比較」（2013-2016

挑戦的萌芽研究） 
（研究分担者）

「構造改革特区に対する事前事後評価および評価手法確立のための理論的・実証的研究」（研究代表

者：辻正次大阪大学国際公共政策研究科教授）2004－2007 基盤研究 A（2） 
「太平洋地域の統合化による制度の収束と開発戦略・政策選択」（研究代表者：高阪章大阪大学国際公

共政策研究科教授）2005－2007 基盤 A 
「先端医学研究に関わる政策形成および倫理審査についての日欧比較研究」（研究代表者：霜田求・大

阪大学医学部准教授）2005－2007 
「キメラ・ハイブリッドに関する欧州および国際比較研究：科学的・倫理的・哲学的・法的観点」EU

委員会フレームワーク研究助成プロジェクト（研究代表者：ヨッヘン・タウピッツ教授、マンハ

イム大学）2006－2007 
「赤ちゃんポストに関する日独比較研究」（研究代表者：トビアス・バウアー熊本大学准教授）2014

－2015 基盤研究（C） 
「日独両国の赤ちゃんポストと関連諸問題における出自を知る権利の扱いに関する研究」（研究代表

者：トビアス・バウアー熊本大学准教授）2016－2018 基盤研究（C） 
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